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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

490

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

福利厚生事業

被服貸与品／職員数

２４年度

根拠法令等
事業開始年度
事業期間

消防組織法 昭和３６年

基本目標、施策に対する貢献度 ２点　施策の達成にある程度効果があった

目的
（何のために）

安全と健康の確保

目標
（目指す成果）

任務に対する使命と責任を自覚し、安全の確保と士気高揚を図る

６，３０９千円

将来目標値

７４千円

５，６５０千円

被服貸与品の充実

平成21年度実績

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度

仮眠用寝具 １，１１６千円 ２，１４４千円

６０千円 ６０千円

そのための
手段
（手法）

項　　目

職員装備品 ５，８７６千円

６０千円

福利厚生費

２４年度

７０千円 ７０千円 ７０千円

６６千円

福利厚生費／職員数

被服貸与品

５５千円 ５５千円
被服貸与費

６０千円

福利厚生費
７０千円

－

消防本部　総務課 ９９－３００２

事務事業名

基本目標 ３．健康で安心して暮らせるまちづくり

市長マニフェスト

消防・救急

－

対象(受益者)
（誰・何を）

消防職員に対し

平成22年度実績 平成23年度計画

市長マニフェストの執行状況

２，１４４千円

職員数 １０７人 １１４人 １１０人
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

0.50人
次長
課長級

0.05人 補佐級 0.10人 係長級 0.05人 一般職 0.30人 非常勤 再任用

Ｈ22
人工計

0.50人
次長
課長級

0.10人 補佐級 0.20人 係長級 一般職 0.20人 非常勤 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

効率性 Ｂ　投入された予算、人工にほぼ見合った成果をあげている

Ａ　現行どおり市が実施すべき

消防活動用の被服という特殊性から実際に現場で活動の経験のある職員が実施すべきであるから

12,405

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

被服貸与品の点数及び規格等の貸与計画の再検討を行う。

総合評価 Ａ 現在の事業の進め方で十分効果があがっている

目標達成に
向けた課題、
問題点

限られた予算の中で、どれだけ職員の意向に叶った被服を購入することができるか検討
が必要である。

職員委員会・被服委員会等を開催し、職員の意向を充分に配慮した事業の進め方をしている。

効率的に委員会等を行い、現場職員の実情に見合った成果をあげている

必要性

7,032 8,615 8,044

3,447 3,790

財源
内訳

10,479

10,479 12,405

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

人件費
を含む
事業費
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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

491

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

教養研修事業

受講者率 受講者数／総職員数×１００

受講経費 事業費／受講者数

受講経費
（一人当り）

２００千円 ２００千円 ２００千円 ２００千円

１８７千円 １８７千円 ２４年度

受講者率
５０％ ５０％ ５０％ ５０％

３７％ ４２％ ２４年度

研修・講習等
受講者数

２８人 ３３人 ３７人

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度 将来目標値

職員数 １０７人 １１４人 １１０人

消防学校
入校者数

１２人 １５人 １３人

目標
（目指す成果）

資質の高い職員を育成し、市民の付託に応えるべく、体制の強化、能力の向上を図る

そのための
手段
（手法）

教養研修並びに研修会への参加

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

市長マニフェストの執行状況 －

目的
（何のために）

専門的な資格や技術・知識の取得

対象(受益者)
（誰・何を）

消防職員に対し

基本目標 ３．健康で安心して暮らせるまちづくり 消防・救急

基本目標、施策に対する貢献度 ３点　施策の達成に非常に効果があった

市長マニフェスト －

消防本部　総務課 ９９－３００２

事務事業名

根拠法令等 消防組織法
事業開始年度
事業期間

昭和47年3月27日
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

0.50人
次長
課長級

0.05人 補佐級 0.05人 係長級 0.10人 一般職 0.30人 非常勤 再任用

Ｈ22
人工計

0.45人
次長
課長級

0.10人 補佐級 0.15人 係長級 一般職 0.20人 非常勤 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

救急救命士養成に伴う経費削減のため、有資格者の新規採用を再検討する。

限られた予算の中で効率的に事業成果をあげている。

総合評価 Ａ 現在の事業の進め方で十分効果があがっている

人工にほぼ見合った事業を効率的に行うことができた。

目標達成に
向けた課題、
問題点

世代交代に伴う若い職員の経験不足による戦力の低下が懸念され、活動技術の確保対策
が必要となる。

必要性 Ａ　現行どおり市が実施すべき

高度な知識及び技術の修得を図ることは、住民の生命、身体及び財産を守るため、消防職員とし
て必要不可欠なものである。

効率性 Ｂ　投入された予算、人工にほぼ見合った成果をあげている

10,850 12,286

財源
内訳

10,850 12,286

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

人件費
を含む
事業費

7,464 8,942 9,094

3,386 3,344
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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

492

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

消防庁舎等管理事業

維持管理費 総事業費／年間日数

平均需用額 需用費／年間日数

年度

平均需用額
（１日平均）

２０千円 ２０千円 ２０千円 ２０千円

１３千円 ２４千円 ２４年度

維持管理費
（１日当り）

５０千円 ５０千円 ５０千円 ５０千円

４１千円 １１９千円 ２４年度

工事請負費 ３，１９９千円 旧庁舎解体　３４，０９２千円

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度 将来目標値

委託料 １，０４４千円 ４，００３千円 ３，７３４千円

使用料・賃借料 ２，１６０千円 １，７５６千円 １，７５７千円

需用費 ５，３０４千円 ９，０５６千円 ７，８２１千円

役務費 ９３千円 ５２８千円 １６２千円

目標
（目指す成果）

円滑な消防・救急活動を行うための環境づくり

そのための
手段
（手法）

適正な庁舎管理

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

市長マニフェストの執行状況 －

目的
（何のために）

消防・救急の円滑な活動のため

対象(受益者)
（誰・何を）

消防庁舎

基本目標 ３．健康で安心して暮らせるまちづくり 消防・救急

基本目標、施策に対する貢献度 ３点　施策の達成に非常に効果があった

市長マニフェスト －

消防本部　総務課 ９９－３００２

事務事業名

根拠法令等 消防組織法
事業開始年度
事業期間

昭和３６年
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

0.50人
次長
課長級

0.05人 補佐級 0.10人 係長級 0.05人 一般職 0.30人 非常勤 再任用

Ｈ22
人工計

0.50人
次長
課長級

0.10人 補佐級 0.20人 係長級 一般職 0.20人 非常勤 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

東西出張所の老朽化に伴い、今後移転等を視野に入れた見直しを検討中である。

新庁舎に移り、保守契約等の新たな見直しが行われた。

総合評価 Ｂ 事業の進め方に改善の余地がある

東西出張所の移転計画等も早急に進めていく必要がある。

目標達成に
向けた課題、
問題点

新庁舎の維持管理に要する経費並びに東西出張所の老朽化による経費増が懸念される。

必要性 Ａ　現行どおり市が実施すべき

消防職員の執務環境等に支障をきたさぬよう、施設の充実強化を図ることは必要不可欠である。

効率性 Ａ　投入された予算、人工に十分見合った成果をあげている

10,911 12,732

財源
内訳

10,911 12,732

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

人件費
を含む
事業費

7,464 8,942 13,807

3,447 3,790
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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

493

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

消防本部　総務課 ９９－３００２

事務事業名

根拠法令等 消防組織法
事業開始年度
事業期間

昭和３６年

消防団事業

対象(受益者)
（誰・何を）

市民に対し

基本目標 ３．健康で安心して暮らせるまちづくり 防災

基本目標、施策に対する貢献度 ２点　施策の達成にある程度効果があった

市長マニフェスト －

市長マニフェストの執行状況 －

目的
（何のために）

市民生活の安全安心のため

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

目標
（目指す成果）

災害時の迅速な消防活動により、被害の軽減を図る

そのための
手段
（手法）

消防団員の安定的な確保に努め、訓練礼式を始め、消防用機械器具の取り扱い及び消防
操法を指導

将来目標値

団員定数 ３６２人 ３６２人 ３６２人

事業費 ４７，２９２千円 ５５，８２０千円 ５３，１１１千円

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度

消防団員
の確保率

１００％ １００％ １００％ １００％

１００％ １００％ ２４年度

団員研修参加率
１００％ １００％ １００％ １００％

６３．７％ ４６．７％ ２５年度

消防操法参加率
１００％ １００％ １００％ １００％

９７．１％ ６０．０％ ２６年度

消防団員確保率 団員実数／団員定数×１００

団員研修参加率 研修参加人数／研修対象者×１００

消防操法参加率 操法指導延参加者数／操法指導延対象者数
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

2.50人
次長
課長級

0.25人 補佐級 0.40人 係長級 一般職 1.85人 非常勤 再任用

Ｈ22
人工計

2.05人
次長
課長級

0.30人 補佐級 0.40人 係長級 一般職 1.35人 非常勤 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

人件費
を含む
事業費

47,292 55,820 46,371

16,238 13,568

63,530 69,388

限られた人工の中で、フレックス勤務を採用して、効率の良い成果をあげている。

総合評価 Ｂ 事業の進め方に改善の余地がある

財源
内訳

63,530 69,388

団員定数は満たしているが、団員の構成をみてみると高齢化やサラリーマン化が進み、市外への
就労率も増しているのが現状で、今後は幅広い層からの団員登用も必要と考えられる。

目標達成に
向けた課題、
問題点

団員３６２名の内の大半がサラリーマンなどの勤め人及び市外就労者のため、昼間の消
防活動に従事できる団員の確保が困難である。

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

消防団員募集ポスターを市内各公所等に掲示を依頼するなどの広報活動を積極的に行
い、幅広い層からの消防団員確保に努める。

必要性 Ａ　現行どおり市が実施すべき

大規模災害の発生が懸念される中、必要な組織であり、また、消防団の設置は消防組織法に基づ
き条例で定められている。

効率性 Ｂ　投入された予算、人工にほぼ見合った成果をあげている
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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

494

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

消防本部　総務課 ９９－３００２

事務事業名

根拠法令等 消防組織法
事業開始年度
事業期間

昭和３６年

対象(受益者)
（誰・何を）

地元用消防施設

基本目標 ３．健康で安心して暮らせるまちづくり 消防・救急

基本目標、施策に対する貢献度 ２点　施策の達成にある程度効果があった

市長マニフェスト －

市長マニフェストの執行状況 －

目的
（何のために）

各種災害への迅速な対応

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

目標
（目指す成果）

各種災害に対応できる機能確保

そのための
手段
（手法）

消防用施設の適正な維持管理

将来目標値

消防車両整備 ４，６０３千円 １７，６９７千円 ２６，５６０千円

消防施設整備 １８，１６６千円 ５，１１１千円 １８，５５３千円

消防施設維持 １，９０２千円 １，９５３千円 ３，８７３千円

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度

事業費
300円 300円 300円 300円

294円 297円 ２４年度

年度

年度

事業費 総事業費／人口（外国人登録含む）

消防施設整備管理事業
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

1.50人
次長
課長級

0.15人 補佐級 0.45人 係長級 0.30人 一般職 0.60人 非常勤 再任用

Ｈ22
人工計

1.00人
次長
課長級

0.15人 補佐級 0.45人 係長級 一般職 0.40人 非常勤 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

7,555

35,949 37,293

37,293

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

人件費
を含む
事業費

24,671 29,738 48,986

11,278

必要性 Ａ　現行どおり市が実施すべき

地域防災における消防団器具庫の必要性は高く、現行どおり市が実施していくのが妥当である。

効率性 Ｂ　投入された予算、人工にほぼ見合った成果をあげている

財源
内訳

35,949

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

地元住民や消防団からの強い要望もあり、計画的に建替えを実施していく。

現行の実施方法が経済的で、ほぼ人工に見合った成果をあげている。

総合評価 Ｂ 事業の進め方に改善の余地がある

消防施設の維持管理を適切に行い、充実強化を図ることは必要不可欠である。

目標達成に
向けた課題、
問題点

消防団器具庫については、２階建て建築で検討し、なお用地確保等を含めて今後の実施
計画の見直しが必要である。
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平成22年度事務事業評価表 担当 内線等

495

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③事業実績（事業の概要）

④評価指標

目標

実績

目標

実績

　※　指標の説明

消防本部　総務課 ９９－３００２

事務事業名

根拠法令等 災害対策基本法
事業開始年度
事業期間

昭和３６年

防災関連事業

対象(受益者)
（誰・何を）

地域住民に対し

基本目標 ３．健康で安心して暮らせるまちづくり 防災

基本目標、施策に対する貢献度 ２点　施策の達成にある程度効果があった

市長マニフェスト －

市長マニフェストの執行状況 －

目的
（何のために）

災害時の被害を最小限に抑えるために

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

目標
（目指す成果）

救護、救援体制の強化を図る

そのための
手段
（手法）

災害時において迅速かつ的確な活動ができるように、防災拠点施設等を整備する

防災施設
管理事業費

６１２千円 ４７２千円 ５４４千円

防災施設
整備事業費

４９５千円 ５００千円

防災活動
事業費

３，１７６千円 ３，２７９千円 ３，４４６千円

防災訓練
事業費

８７８千円 ７７５千円 ８１５千円

指標名 平成21年度 平成22年度 平成23年度 将来目標値

年間コスト
６０円 ６０円 ６０円 ６０円

５６円 ６０円 ２４年度

年度

年間コスト 総事業費／人口（外国人登録含む）

（市民一人当り）
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ21
人工計

1.95人
次長
課長級

0.30人 補佐級 0.05人 係長級 0.45人 一般職 1.15人 非常勤 再任用

Ｈ22
人工計

2.50人
次長
課長級

0.25人 補佐級 0.60人 係長級 一般職 1.65人 非常勤 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦必要性

理由

⑧効率性

理由

⑨総合評価

理由

⑩改善点、問題点等

項　　目 平成21年度実績 平成22年度実績 平成23年度計画

人件費
を含む
事業費

4,666 5,021 5,305

13,264 16,473

17,930 21,494

施設整備という性質上、施設充実のためには経費がかかるが、関係部局と調整しながら効率よく
事務事業を執行している。

総合評価 Ｂ 事業の進め方に改善の余地がある

財源
内訳

17,930 21,494

地域住民が地域単位で迅速な災害応急対策が実施できるよう常に整備を図っていかなければなら
ない。

目標達成に
向けた課題、
問題点

施設の活用については、災害時だけでなく平常時の活用法についても検討する必要があ
る。

今後の
改善内容、計画
（時期も含め
　具体的に）

整備した資機材等を地域住民が利用できるよう、今後さらに住民啓発などのソフト事業
を実施する必要がある。

必要性 Ａ　現行どおり市が実施すべき

大規模な災害時における被害の軽減を図るため、地域ごとに必要な資機材を配備するのは市とし
ての責務である。

効率性 Ｂ　投入された予算、人工にほぼ見合った成果をあげている
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